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募集

問　地域創生課 広報係　☎72-2101 （内線 235）

令和５年度

「広報ちの」広告募集
募集 茅野市環境審議会委員の

公募

申込条件 茅野市広報紙広告掲載実施要領をご覧くだ

さい。

申込期間 【第一期】　3月1日 （水）〜10日 （金）

【第二期】　3月23日 （木）〜随時受付

応募方法 申込書、 広告原稿、 事業概要の分かるも

の （パンフレット等）、 市外事業者の場合は

納税証明書を持参または郵送で提出してく

ださい。

実施要領の確認、 申込書のダウンロードはホームページ

からお願いします。

内容 市広報紙 「広報ちの」 有料広告の令和５年度

分 （５月号～） の募集を開始します。

【第一期】 5月号（5月1日発行）分〜令和6年4月号分

令和５年度分の希望枠を出していただき、 市

側で掲載枠の調整を行います。

【第二期】 6月号（6月1日発行）分〜令和6年4月号分

第一期で申し込みのなかった枠の中から先着

順で掲載できます。

こ こ ろ の
健康づくり ３月は自殺対策強化月間です

身近な相談機関
こころの健康相談統一ダイヤル
「消えてしまいたい」「家族や知人に死にたいと訴える人がいる」「身内が
自死して辛くてどうしようもない」など自殺に関する相談
☎0570-064-556（平日９：30～16：00、18：30～22：30）
※受付は22：00まで（土・日・祝日除く）
長野県精神保健福祉センター（こころの健康に関する相談）
☎026-266-0280（平日8：30～17：15）（土・日・祝日除く）
いのちの電話（さまざまな心の悩み・自殺問題）
自殺予防のいのちの電話（毎月10日 8：00～24時間）　☎0120-783-556
長野　☎026-223-4343（毎日11：00～22：00）
松本　☎0263-29-1414（毎日11：00～22：00）
諏訪保健福祉事務所
☎0266-57-2927（平日8：30～17：15）（土・日・祝日除く）

健康づくり推進課（健康管理センター内）
☎0266-82-0105
※こころの健康相談の紹介等
東部保健福祉サービスセンター 【地域】 玉川・豊平・泉野
☎0266-82-0026 
西部保健福祉サービスセンター 【地域】 宮川・金沢
☎0266-82-0073 
中部保健福祉サービスセンター 【地域】 ちの・米沢・中大塩
☎0266-82-0107 
北部保健福祉サービスセンター 【地域】 北山・湖東
☎0266-77-3000

市の相談窓口
平日8：30～17：15（土・日・祝日除く）

困りごとやこころの悩みがある時に、 ひとりで抱え込んでいませんか？
つらい時は、 「あの人なら話ができるかも、 話を聞いてくれるかも」 と思える人に、 胸のうちを打ち明けてみませんか。

◆相談するメリット◆　  誰かに話を聞いてもらうことで…

「気持ちを自分から離して、客観的に見る」ことができます。
感情的になっていた、 混乱している等に気づくことがで
きます。

心が軽くなります。
共感してもらって心が落ち着くと
気持ちが変わってきます。

相談し、 自分の状況や気持ちの整理
がつくと、 問題解決の糸口が見つけ
やすくなります。

◆心と身体の症状が続く時、 身近に相談相手がいない時、 誰にも打ち明けられず不安や悩みで押しつぶされそうな時には、
専門の相談機関を利用しましょう。

任期

令和５年４月１日～令和７年３月３１日までの１期２年間

茅野市環境審議会は茅野市の環境に関する条例に規定

された審議事項の他、 環境の保全に関する広範な内容

を調査審議する機関です。

応募資格

・市内に在住または通勤 ・通学している満１８歳以上の方

　（令和５年４月１日現在）

・平日の昼間または夜間に開催する会議に出席できる方

募集人員 若干名

応募方法

応募理由を５００字程度にまとめ、 氏名、 住所、 電話

番号を明記し、 メール、ＦＡＸ、 郵送などで環境課まで

提出してください。 （様式は自由）

選考結果 応募者ご本人へ連絡します。

報酬 市の規定による報酬及び交通費をお支払い

します。

募集期限 3月17日 （金）
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問 環境課　環境保全係　☎72-2101 （内線 262）
　　 FAX 82-0234 ／ E-mail kankyo@city.chino.lg.jp

農業やめたら
どうなるんだ　この農地！
～持続可能な地域の農業を一緒に考えましょう! ～

農業委員会事務局
農地係
☎72-2101
（内線441）

問合せ

農地の将来を話し合う 「地域計画」 の作成を始めます

　令和４年５月に、 農業経営基盤強化促進法等が改正され、 地域の農業を持続させ

るために農地所有者 ・農業者 （兼業農家含む） ・ JA ・ 行政などによる話し合いが、

法律に基づく取組になりました。

　今までの 「人 ・農地プラン」 は名称を 「地域計画」 と改め、 地域の農業を持続さ

せていくため、集落又は旧村エリアにおいて、「自分たちの農業をどうしたいのか」「在

りたい姿は」 「そのために何ができるのか」、 大切な農地 ・人 ・地域を無理なく守っ

てよりよくしていくために、関係する皆さんが膝を交えて十分な話し合いを行います。

　５年先 ・ １０年先 ・ その先も地域の農業を支える皆様の積極的なご参加をお願いし

ます。

「地域計画」 作成に必要な協議事項

●１０年後に目指す地域の農地利用 （目標

地図）

●農用地の効率的かつ総合的な利用に関

する目標

●農用地の集積 ・ 集約化の取組

●農業用施設の整備に関する取組

●JA、 サービス事業体等による農作業受

託等の活用方針

守りたい農地を明確化する

【地区計画　○○地区】 ＜農用地の区分＞

農業上の利用
（目標地図を策定）

粗放的利用
（必要に応じ活性化計画を策定）

どの農地をどのように利用

していくのか明確化！

①放牧、②鳥獣緩衝帯、

③緑肥作物、④燃料作物、

⑤植林、⑥蜜源作物等々

目標地図

目標地図

目標地図

目標地図
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